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1. 世界の再生可能エネルギー動向と日本への示唆

2. 日本国内のエネルギー政策の課題

3. 地域の脱炭素化と再生可能エネルギーの展望

4. 地域での共生に向けた社会的合意形成と
生物多様性とのシナジー
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主な内容
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2030年 再生可能エネルギー設備3倍目標
～COP28: UAEコンセンサス～
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出所: REN21「自然エネルギー世界白書2025」
Renewables 2025 Global Status Report http://www.ren21.net/gsr

その他
水力発電
風力発電
太陽光発電

• 毎年1TWの再エ
ネ導入が必要

• 2024年の導入量
は約0.7TW

http://www.ren21.net/gsr
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世界の再生可能エネルギー(風力発電と太陽光発電)の推移

• 2025年の太陽光および風力発電の新規導入量は700GW(ギガワット)近くに達した
• 太陽光発電と風力発電の累積導入量が合わせて約4TW(テラワット)に達した。

4出典：IRENA, IAEAデータなどより作成
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第7次エネルギー基本計画(2025年2月閣議決定)
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2040年度の最終エネルギー消費量および発電電力量(見通し)

出所: 第7次エネルギー基本計画
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欧州各国と日本の自然エネルギー電力量比率の推移
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• 欧州(EU28カ国)では自然エネルギー電力量比率の高い目標を定め、着実に増加しており、
長期的には自然エネルギー100%を目指す国がある。

• 日本は自然エネルギー目標の見直しは？ そして2030年、2040年、2050年の目標は？

出所：Ember EUデータ等より作成
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日本国内の再生可能エネルギーと原発の割合の推移
エネルギー基本計画の再生可能エネルギー目標(2030年、2040年)
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出所：資源エネルギー庁データ(電力調査統計等)より作成

• 2024年度の再生可能エネルギーの年間発電電力量の比率は約26.5%

• 2030年度の再生可能エネルギーの目標は36～38%(非化石58%)

• 2040年度の再生可能エネルギーの目標は4～5割(非化石6～7割)

＋1.0%/年

＋1.6%/年

エネルギー基本計画の目標値

2030年度 2040年度

再エネ 36～38% 4～5割

太陽光 14～16% 23～29%

風力 5% 4～8%

バイオマ
ス

5% 5～6%

地熱 1% 1～2%

水力 11% 8～10%

原子力 20～22% 2割

非化石 58% 6～7割
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FIT制度から市場統合(FIP制度)、非FIT(PPA)への転換
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電力システムの柔軟性～スマートエネルギーシステムへ
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地域の脱炭素化と再生可能エネルギーの展望
脱炭素先行地域
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• 2030年度までに民生部門（家庭部門及び業務その他部門）の電力消費に伴うCO2排出実質ゼロを実現
するとともに、運輸部門や熱利用等も含めてそのほかの温室効果ガス排出削減についても、わが国全
体の2030年度目標と整合する削減を地域特性に応じて実現する地域。

• 脱炭素先行地域選定結果：7回までで102件の提案が選定された(そのうち3提案が辞退)。

出所:環境省「脱炭素先行地域選定結果」(2026年2月13日時点)
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地域の脱炭素化と再生可能エネルギーの展望
営農型太陽光発電：ソーラーシェアリング
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市民エネルギーちば(株) 千葉県匝瑳市
匝瑳メガソーラーシェアリング第1発電所

二本松営農ソーラー(株) 福島県二本松市

農作物をつくりながら、電気もつくる——。それが、営農型太陽光発電と呼ばれる新しい農
業スタイル「ソーラーシェアリング」です。畑や田んぼで従来通りの農作物を育てながら、
その約3〜4m上の位置に藤棚のように架台を設置して、その上に太陽光パネルを並べ、太陽
の光を分けあって農作物とエネルギーを作ります。1つの土地で農業と発電事業を両立するこ
とができます。
・全国ご当地エネルギー協会:  http://communitypower.jp/solarsharing-support

・ソーラーシェアリング推進連盟: http://solar-sharing.jp/

http://communitypower.jp/solarsharing-support
http://communitypower.jp/solarsharing-support
http://communitypower.jp/solarsharing-support
http://solar-sharing.jp/
http://solar-sharing.jp/
http://solar-sharing.jp/
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地域での共生に向けた社会的合意形成と
生物多様性とのシナジー
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地域での共生に向けた社会的合意形成と
生物多様性とのシナジー
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まとめ
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